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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極集電体、及び前記正極集電体上に形成され、正極活物質を含有する正極活物質層を
有する正極と、
　負極集電体、及び前記負極集電体上に形成され、負極活物質を含有する負極活物質層を
有する負極と、
　前記正極活物質層と負極活物質層の間に配置された、固体電解質を含有する固体電解質
層
とを有するセルを複数積層してなる全固体電池であって、
　前記正極活物質、負極活物質及び固体電解質が硫化物固体電解質を含み、
　負極集電体として、電池温度が相対的に低い場所には銅箔を使用し、電池温度が相対的
に高い場所には導電性コートを有する銅箔又はＣｕＳを生成させない箔を使用してなる全
固体電池。
【請求項２】
　前記電池温度が相対的に高い場所が、全固体電池の最外周以外の場所である、請求項１
記載の全固体電池。
【請求項３】
　前記電池温度が相対的に高い場所が、加熱器に隣接した電極である、請求項１記載の全
固体電池。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、負極集電体の硫化を防止し、放電容量の低下を抑制した全固体電池に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　近年におけるパソコン、ビデオカメラおよび携帯電話等の情報関連機器や通信機器等の
急速な普及に伴い、その電源として利用される電池の開発が重要視されている。また、自
動車産業界等においても、電気自動車用あるいはハイブリッド自動車用の高出力かつ高容
量の電池の開発が進められている。現在、種々の電池の中でも、エネルギー密度が高いと
いう観点から、リチウム電池が注目を浴びている。
【０００３】
　現在市販されているリチウム電池は、可燃性の有機溶媒を含む電解液が使用されている
ため、短絡時の温度上昇を抑える安全装置の取り付けや短絡防止のための構造・材料面で
の改善が必要となる。これに対し、電解液を固体電解質層に変えて、電池を全固体化した
リチウム電池は、電池内に可燃性の有機溶媒を用いないので、安全装置の簡素化が図れ、
製造コストや生産性に優れると考えられている。さらに、このような固体電解質層、また
は電極活物質層に用いられる固体電解質として、硫化物固体電解質が知られている。硫化
物固体電解質は、Ｌｉイオン伝導性が高く、電池の高出力化を図る上で注目されている材
料である。
【０００４】
　また、リチウム電池に用いられる電極集電体としては、従来から種々の金属が用いられ
ている。なかでも銅（Ｃｕ）、ニッケル（Ｎｉ）等は、導電性が高く、集電特性に優れて
いることから好適に用いられているものである。
【０００５】
　そこで、近年、上述の硫化物固体電解質および上述の電極集電体を組み合わせることで
、より電池特性に優れた全固体電池とすることが試みられている。しかしながら、硫化物
固体電解質を用いた全固体電池においては、ＮｉやＣｕを含有する導電材料を用いて集電
体を形成すると、集電体と硫黄とが反応し、固体電解質と集電体との界面における抵抗が
上昇しやすいという問題があった。
【０００６】
　このような問題を解決するため、負極集電体と固体電解質の間にＣｒ等を含有する反応
抑制層を設けることが提案されている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１２－４９０２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１に開示されている技術において、負極集電体として銅箔を用いる場合、電池
内部の電極では温度が高く、温度が高いとＣｕＳが生成しやすくなるためＣｕＳ生成によ
る電池内の容量ばらつきの問題があった。また、負極集電体として銅以外の金属箔を用い
る場合、電気伝導度や熱伝導度が低く、負極集電体を銅以外の金属に置き換えることは、
反応むらや熱引きの問題があった。さらに、本発明者らは硫化物固体電解質を含む負極層
を備えた全固体電池において負極集電体としてＣｕなどの硫黄と反応する金属を用いた場
合、当該金属と硫化物固体電解質とが反応して生成する硫黄化合物によって、全固体電池
の容量が低下するという問題が生じることを知見した。
【０００９】
　そこで、本発明は、負極集電体の硫化を防止し、放電容量の低下を抑制した全固体電池
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を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明によれば、正極集電体、及び前記正極集電体上に形成
され、正極活物質を含有する正極活物質層を有する正極と、負極集電体、及び前記負極集
電体上に形成され、負極活物質を含有する負極活物質層を有する負極と、前記正極活物質
層と負極活物質層の間に配置された、固体電解質を含有する固体電解質層とを有するセル
を複数積層してなる全固体電池であって、前記正極活物質、負極活物質及び固体電解質が
硫化物固体電解質を含み、負極集電体として、電池温度が相対的に低い場所には銅箔を使
用し、電池温度が相対的に高い場所には導電性コートを有する銅箔又はＣｕＳを生成させ
ない箔を使用してなる全固体電池を提供する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、電池内部の相対的に電池温度が高い場所における負極集電体として、
銅箔ではなく、導電性コートを有する銅箔又はＣｕＳを生成させない箔を使用することに
より、ＣｕＳの発生を抑制し、容量のばらつきを防止することができ、また電池内部の相
対的に電池温度が高い場所以外の相対的に電池温度が低い場所における負極集電体として
銅箔を使用することにより、負極集電体のすべてを銅以外の材料に変えるわけではないた
め、コスト増を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の全固体電池を構成するセルの断面図である。
【図２】本発明の全固体電池の断面図である。
【図３】全固体電池における外周からの位置と温度の関係を示すグラフである。
【図４】加熱器を備えた全固体電池の機構を示す略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明を説明する。図１は、本発明の全固体電池を構成するセル
の構造を示す断面図である。図１に示すように、セル１０は、正極集電体１、及び前記正
極集電体１上に形成され、正極活物質を含有する正極活物質層２を有する正極３と、負極
集電体４、及び前記負極集電体４上に形成され、負極活物質を含有する負極活物質層５を
有する負極６と、前記正極活物質層２と負極活物質層５の間に配置された、固体電解質を
含有する固体電解質層７とを有する。以下、各構成要素について説明する。
【００１４】
正極集電体
　本発明に用いられる正極集電体は、正極活物質層の集電を行う機能を有するものである
。正極集電体に用いられる電極集電体材料としては、バナジウム、アルミニウム、ステン
レス、金、白金、マンガン、鉄、チタン等を挙げることができ、なかでもアルミニウムで
あることが好ましい。正極集電体の形状および厚みについては、全固体電池の用途等に応
じて適宜選択することが好ましく、通常１μｍ～３０μｍである。
【００１５】
正極活物質層
　次に本発明に用いられる正極活物質層について説明する。正極活物質層は、正極活物質
及び硫化物固体電解質を含有する。正極活物質としては、公知の正極活物質を適宜用いる
ことができ、例えば、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＣｏ１／３Ｎｉ１／３Ｍｎ１／

３Ｏ２、ＬｉＶＯ２、ＬｉＣｒＯ２等の層状正極活物質、ＬｉＭｎ２Ｏ４、Ｌｉ（Ｎｉ０

．２５Ｍｎ０．７５）２Ｏ４、ＬｉＣｏＭｎＯ４、Ｌｉ２ＮｉＭｎ３Ｏ８等のスピネル型
正極活物質、ＬｉＣｏＰＯ４、ＬｉＭｎＰＯ４、ＬｉＦｅＰＯ４等のオリビン型正極活物
質等を挙げることができる。
【００１６】
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　また、正極活物質層に含有される硫化物固体電解質は、伝導するイオンとなる金属元素
（Ｍ）と、硫黄（Ｓ）とを含有する。上記Ｍとしては、例えばＬｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｍｇ、Ｃ
ａ等を挙げることができ、中でもＬｉが好ましい。特に、硫化物固体電解質材料は、Ｌｉ
、Ａ（Ａは、Ｐ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ａｌ、Ｂからなる群から選択される少なくとも一種である
）、Ｓを含有することが好ましい。さらに、上記ＡはＰ（リン）であることが好ましい。
さらに、硫化物固体電解質材料は、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ等のハロゲンを含有していても良い。
ハロゲンを含有することにより、イオン伝導性が向上するからである。また、硫化物固体
電解質材料はＯを含有していても良い。
【００１７】
　Ｌｉイオン伝導性を有する硫化物固体電解質材料としては、例えば、Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ

５、Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５－ＬｉＩ、Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５－Ｌｉ２Ｏ、Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５

－Ｌｉ２Ｏ－ＬｉＩ、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－ＬｉＩ、Ｌｉ２Ｓ－Ｓ
ｉＳ２－ＬｉＢｒ、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－ＬｉＣｌ、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－Ｂ２Ｓ３－Ｌ
ｉＩ、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－Ｐ２Ｓ５－ＬｉＩ、Ｌｉ２Ｓ－Ｂ２Ｓ３、Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ

５－ＺｍＳｎ（ただし、ｍ、ｎは正の数。Ｚは、Ｇｅ、Ｚｎ、Ｇａのいずれか。）、Ｌｉ

２Ｓ－ＧｅＳ２、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－Ｌｉ３ＰＯ４、Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２－ＬｉｘＭＯ

ｙ（ただし、ｘ、ｙは正の数。Ｍは、Ｐ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｂ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎのいずれか
。）等を挙げることができる。なお、上記「Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５」の記載は、Ｌｉ２Ｓお
よびＰ２Ｓ５を含む原料組成物を用いてなる硫化物固体電解質材料を意味し、他の記載に
ついても同様である。
【００１８】
　また、硫化物固体電解質材料が、Ｌｉ２ＳおよびＰ２Ｓ５を含有する原料組成物を用い
てなるものである場合、Ｌｉ２ＳおよびＰ２Ｓ５の合計に対するＬｉ２Ｓの割合は、５０
ｍｏｌ％～１００ｍｏｌ％であり、７０ｍｏｌ％～８０ｍｏｌ％の範囲内であることが好
ましく、７２ｍｏｌ％～７８ｍｏｌ％の範囲内であることがより好ましく、７４ｍｏｌ％
～７６ｍｏｌ％の範囲内であることがさらに好ましい。オルト組成またはその近傍の組成
を有する硫化物固体電解質材料とすることができ、化学的安定性の高い硫化物固体電解質
材料とすることができるからである。ここで、オルトとは、一般的に、同じ酸化物を水和
して得られるオキソ酸の中で、最も水和度の高いものをいう。本態様においては、硫化物
で最もＬｉ２Ｓが付加している結晶組成をオルト組成という。Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５系では
Ｌｉ３ＰＳ４がオルト組成に該当する。Ｌｉ２Ｓ－Ｐ２Ｓ５系の硫化物固体電解質材料の
場合、オルト組成を得るＬｉ２ＳおよびＰ２Ｓ５の割合は、モル基準で、Ｌｉ２Ｓ：Ｐ２

Ｓ５＝７５：２５である。なお、上記原料組成物におけるＰ２Ｓ５の代わりに、Ａｌ２Ｓ

３またはＢ２Ｓ３を用いる場合も、好ましい範囲は同様である。Ｌｉ２Ｓ－Ａｌ２Ｓ３系
ではＬｉ３ＡｌＳ３がオルト組成に該当し、Ｌｉ２Ｓ－Ｂ２Ｓ３系ではＬｉ３ＢＳ３がオ
ルト組成に該当する。
【００１９】
　また、硫化物固体電解質材料が、Ｌｉ２ＳおよびＳｉＳ２を含有する原料組成物を用い
てなるものである場合、Ｌｉ２ＳおよびＳｉＳ２の合計に対するＬｉ２Ｓの割合は、例え
ば６０ｍｏｌ％～７２ｍｏｌ％の範囲内であることが好ましく、６２ｍｏｌ％～７０ｍｏ
ｌ％の範囲内であることがより好ましく、６４ｍｏｌ％～６８ｍｏｌ％の範囲内であるこ
とがさらに好ましい。オルト組成またはその近傍の組成を有する硫化物固体電解質材料と
することができ、化学的安定性の高い硫化物固体電解質材料とすることができるからであ
る。Ｌｉ２Ｓ－ＳｉＳ２系ではＬｉ４ＳｉＳ４がオルト組成に該当する。Ｌｉ２Ｓ－Ｓｉ
Ｓ２系の硫化物固体電解質材料の場合、オルト組成を得るＬｉ２ＳおよびＳｉＳ２の割合
は、モル基準で、Ｌｉ２Ｓ：ＳｉＳ２＝６６．６：３３．３である。なお、上記原料組成
物におけるＳｉＳ２の代わりに、ＧｅＳ２を用いる場合も、好ましい範囲は同様である。
Ｌｉ２Ｓ－ＧｅＳ２系ではＬｉ４ＧｅＳ４がオルト組成に該当する。
【００２０】
　また、硫化物固体電解質材料が、ＬｉＸ（Ｘ＝Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）を含有する原料組成物
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を用いてなるものである場合、ＬｉＸの割合は、例えば１ｍｏｌ％～６０ｍｏｌ％の範囲
内であることが好ましく、５ｍｏｌ％～５０ｍｏｌ％の範囲内であることがより好ましく
、１０ｍｏｌ％～４０ｍｏｌ％の範囲内であることがさらに好ましい。
【００２１】
　また、硫化物固体電解質材料は、硫化物ガラスであっても良く、結晶化硫化物ガラスで
あっても良く、固相法により得られる結晶質材料であっても良い。なお、硫化物ガラスは
、例えば原料組成物に対してメカニカルミリング（ボールミル等）を行うことにより得る
ことができる。また、結晶化硫化物ガラスは、例えば硫化物ガラスを結晶化温度以上の温
度で熱処理を行うことにより得ることができる。また、硫化物固体電解質材料がＬｉイオ
ン伝導体である場合、常温におけるＬｉイオン伝導度は、例えば１×１０－５Ｓ／ｃｍ以
上であることが好ましく、１×１０－４Ｓ／ｃｍ以上であることがより好ましい。
【００２２】
　また、本発明に用いられる正極活物質層は、上述した硫化物固体電解質、および正極活
物質のほかに、例えば導電化材や結着材等を必要に応じて含有させてもよい。導電化材と
しては、例えば、アセチレンブラック、ケッチェンブラック、カーボンファイバー等を挙
げることができる。正極活物質層に用いられる結着材としては、例えば、ＰＴＦＥ、ＰＶ
ＤＦ等のフッ素含有結着材を挙げることができる。
【００２３】
　正極活物質層における正極活物質の含有量は、容量の観点からはより多いことが好まし
く、例えば４０質量％～９９質量％の範囲内、中でも４５質量％～７０質量％の範囲内で
あることが好ましい。また、導電化材の含有量は、所望の電子伝導性を確保できれば、よ
り少ないことが好ましく、例えば０．１質量％～３０質量％の範囲内であることが好まし
い。また、結着材の含有量は、負極活物質等を安定に固定化できれば、より少ないことが
好ましく、例えば０．５質量％～３０質量％の範囲内であることが好ましい。また、硫化
物固体電解質の含有量は、所望のイオン伝導性を確保できれば、より少ないことが好まし
く、例えば１質量％～６０質量％の範囲内であることが好ましい。
【００２４】
　正極活物質層の厚さは、例えば、０．１μｍ～１０００μｍの範囲内であることが好ま
しく、１μｍ～１００μｍの範囲内であることがより好ましい。
【００２５】
　本発明における正極活物質層の形成方法としては、均質な正極活物質層を所望の厚みで
形成することが可能な方法であれば特に限定されない。例えば、正極活物質層の材料をプ
レスしてペレットを形成する方法であってもよく、正極活物質層の材料および溶剤を含有
するスラリーを調製し、これを所定の厚みで正極集電体上に塗布することにより形成する
方法であってもよい。なかでも、スラリーを用いた形成方法であることが好ましい。
【００２６】
負極活物質層
　次に本発明に用いられる負極活物質層について説明する。この負極活物質層は、負極活
物質と硫化物固体電解質を含む。負極活物質としては、例えば、金属活物質およびカーボ
ン活物質を挙げることができる。金属活物質としては、例えば、Ｉｎ、Ａｌ、Ｓｉおよび
Ｓｎ等を挙げることができる。一方、カーボン活物質としては、例えば、メソカーボンマ
イクロビーズ（ＭＣＭＢ）、高配向性グラファイト（ＨＯＰＧ）、ハードカーボン、ソフ
トカーボン等を挙げることができる。
【００２７】
　負極活物質層に用いられる硫化物固体電解質材料については、上述した正極活物質層の
項で説明したものと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。なお、負極
活物質層に用いられる硫化物固体電解質については、正極活物質層に用いられるものと同
じものであってもよく、異なるものであってもよい。
【００２８】
　本発明に用いられる負極活物質層は、硫化物固体電解質、および負極活物質の他に、例
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えば導電化材や結着材等を必要に応じて含有させてもよい。導電化材、結着材については
、上述した正極活物質層の項で説明したものと同様とすることができるので、ここでの説
明は省略する。また、負極活物質層の各構成材料の含有量については、正極活物質層の項
で説明したものと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。負極活物質層
の厚み、および形成方法等については、正極活物質層の厚み、および形成方法等と同様と
することができるので、ここでの説明は省略する。
【００２９】
固体電解質層
　本発明に用いられる固体電解質層は、固体電解質を含有するものである。上記固体電解
質としては、イオン伝導性を有するものであれば特に限定されるものではなく、上述した
硫化物固体電解質や、Ｌｉ２Ｏ－Ｂ２Ｏ３－Ｐ２Ｏ５、Ｌｉ２Ｏ－ＳｉＯ２、Ｌｉ２Ｏ－
Ｂ２Ｏ３、Ｌｉ２Ｏ－Ｂ２Ｏ３－ＺｎＯ等の酸化物非晶質固体電解質、ＬｉＩ、ＬｉＩ－
Ａｌ２Ｏ３、Ｌｉ３Ｎ、Ｌｉ３Ｎ－ＬｉＩ－ＬｉＯＨ、Ｌｉ１＋ｘＡｌｘＴｉ２－ｘ（Ｐ
Ｏ４）３（０≦ｘ≦２）、Ｌｉ１＋ｘ＋ｙＡｘＴｉ２－ｘＳｉｙＰ３－ｙＯ１２（Ａ＝Ａ
ｌまたはＧａ、０≦ｘ≦０．４、０＜ｙ≦０．６）、［（Ａ１/２Ｌｉ１／２）１－ｘＢ

ｘ］ＴｉＯ３（Ａ＝Ｌａ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｓｍ、Ｂ＝ＳｒまたはＢａ、０≦ｘ≦０．５）、
Ｌｉ５Ｌａ３Ｔａ２Ｏ１２、Ｌｉ７Ｌａ３Ｚｒ２Ｏ１２、Ｌｉ６ＢａＬａ２Ｔａ２Ｏ１２

、Ｌｉ３ＰＯ（４－３／２ｘ）Ｎｘ（ｘ＜１）、Ｌｉ３．６Ｓｉ０．６Ｐ０．４Ｏ４等の
結晶質酸化物・酸窒化物等を挙げることができる。なかでも、硫化物固体電解質であるこ
とが好ましい。
【００３０】
　固体電解質層の厚さは、例えば０．１μｍ～１０００μｍの範囲内、中でも０．１μｍ
～３００μｍの範囲内であることが好ましい。
【００３１】
　固体電解質層の形成方法としては、均質な固体電解質層を所望の厚みで形成することが
可能であれば特に限定されず、上述した正極活物質層の形成方法と同様とすることができ
るので、ここでの説明は省略する。
【００３２】
接合方法
　本発明に用いられる全固体電池中の各構成層の接合方法としては、上述した順に各構成
層を積層し、接触させて配置することが可能な方法であれば特に限定されない。例えば、
各電極集電体上に、それぞれ電極活物質層を形成し、正極活物質層または負極活物質層の
いずれか一方の電極活物質層上に固体電解質層を形成し、次いで、固体電解質層と他方の
電極活物質層とを接触させて配置することにより、各構成層を接合させる方法を挙げるこ
とができる。また、例えば、正極活物質層、固体電解質層、および負極活物質層を有する
積層体をプレス等により形成した後、上記積層体の各電極活物質層と各電極集電体とを接
触させて配置することにより、各構成層を接合させる方法を挙げることができる。
【００３３】
　また、各構成層を積層させた全固体電池を加圧プレスする加圧プレス処理を行うことが
好ましい。加圧プレス処理におけるプレス圧としては、固体電解質層や電極活物質層等の
密度を向上させ、各層の密着性を向上させることが可能な程度の圧力であれば特に限定さ
れず、硫化物系固体電池の形状、材料等により適宜選択することができる。
【００３４】
　加圧プレス方法としては、全固体電池の固体電解質層および活物質層の密度を高くし、
かつ各構成層の密着性を向上させることが可能な方法であれば特に限定されず、一般的な
全固体電池の製造方法に用いられる加圧プレス方法と同様とすることができる。具体的に
は、ロールプレス法、平面プレス法等を挙げることができる。
【００３５】
　図２に示すように、こうして製造されたセルを複数積層し、ケース８に密閉することに
より全固体電池が得られる。このような全固体電池において、使用時の温度分布を測定す
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ると、図３に示すように電池内部は外周よりも相対的に高くなっている。負極集電体とし
て銅箔を用いた場合、硫化物固体電解質中の硫黄と銅が反応して硫化銅ＣｕＳを形成する
が、温度が高いほうがＣｕＳは生成しやすく、従って電池内部は外周よりもＣｕＳが多く
生成することになる。その結果、電池内において容量のばらつきが発生し、容量が低下し
てしまう。
【００３６】
　一方、銅は集電箔として使用可能な金属箔のなかでも電気伝導度や熱伝導度が最も高い
ため、負極集電体として銅に変えて銅以外の金属箔を用いると、電気伝導度等の特性が低
下してしまう。また銅箔に硫黄との反応を抑制するコートを設けることも考えられるが、
このようなコートは一般に銅箔比２～３倍のコスト増につながるため、現実的ではない。
【００３７】
　そこで、本発明では、硫黄との反応がおこりにくい、電池の外周のような電池温度が相
対的に低い場所には、負極集電体として銅箔を使用し、電池内部のような電池温度が相対
的に高い場所には、負極集電体として硫黄との反応がおこりにくい導電性コートを有する
銅箔又はＣｕＳを生成させない箔を使用する。
【００３８】
　導電性コートとしては、導電性元素、例えばＣ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｗ、Ｔｉ、Ｍｎ等を１種
又は２種以上含む層から形成することができる。この導電性コートは、銅箔の表面に、導
電性元素をスパッタ法にてコーティングすることにより形成される。この導電性層の厚み
は、１ｎｍ～５０００ｎｍとすることが好ましい。
【００３９】
　ＣｕＳを生成させない箔としては、Ｆｅ、ＳＵＳ、Ｎｉ、Ｔｉ、Ｃｒ等の導電性元素か
ら形成した箔を用いることが好ましい。その厚さは、負極集電体に用いられる一般的な厚
さ、通常１μｍ～３０μｍである。
【００４０】
　また、全固体電池において、低温環境における入出力を向上させるために、図４に示す
ように、加熱器９を用いて全固体電池を加熱することが提案されている。このような機構
においては、加熱器に近いセルは他のセルよりも温度が高くなるため、ＣｕＳの生成によ
り容量が低下してしまうという上記と同様の問題がある。そこで、このような機構におい
て本発明の全固体電池を用い、加熱器に隣接したセルの負極集電体として、導電性コート
を有する銅箔又はＣｕＳを生成させない箔を使用することにより、ＣｕＳの生成を抑制す
ることができる。
【００４１】
　本発明の全固体電池としては、例えば、硫化物系全固体リチウム電池、硫化物系全固体
ナトリウム電池、硫化物系全固体カリウム電池、硫化物系全固体マグネシウム電池、硫化
物系全固体カルシウム電池等を挙げることができ、中でも、硫化物系全固体リチウム電池
が好ましい。また、上記全固体電池は、一次電池であっても良く、二次電池であっても良
いが、二次電池であることが好ましい。繰り返し充放電でき、例えば車載用電池として有
用だからである。上記全固体電池の形状としては、例えば、コイン型、ラミネート型、円
筒型および角型等を挙げることができる。
【符号の説明】
【００４２】
　１　　正極集電体
　２　　正極活物質層
　３　　正極
　４　　負極集電体
　５　　負極活物質層
　６　　負極
　７　　固体電解質
　８　　ケース
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　９　　加熱器
　１０　　全固体電池

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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